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Ⅰ令和3年度税制改正（大綱）ダイジェスト
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 個人所得課税

・住宅ローン控除の拡充等

・退職所得課税の適正化

・セルフメディケーション税制の延長・拡充等

・同族会社が発行した社債利子等の課税の適正化

・確定申告に係る申告不要等

 資産課税

・国際金融都市に向けた税制上の措置

・住宅取得等資金の贈与税の非課税措置等

・教育資金・結婚子育て資金の一括贈与の見直し

・固定資産税等の負担調整の措置

・特定美術品に係る相続税の納税猶予制度の拡充

・個人事業者の事業用資産に係る納税猶予制度の

見直し

・非上場株式等の相続税の納税猶予制度における

後継者役員要件の緩和

・農地等に係る納税猶予制度の免除措置の延長

税制改正ダイジェスト

 法人課税

・ＤＸ投資促進税制の創設

・給与等の引上げ及び設備投資に係る税額控除制度

の見直し

・研究開発税制の見直し

・繰越欠損金の控除上限の特例の創設

・カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設

・中小企業向け投資促進税制等の見直し等

・中小企業における所得拡大促進税制の見直し

・株式対価Ｍ＆Ａを促進するための措置の創設

・中小Ｍ＆Ａ税制の創設

 消費課税

・車体課税の見直し・延長

 国際課税

・外国組合員に対する課税の特例

 納税環境の整備等
・税務関係書類における押印義務の見直し

・電子帳簿保存制度の見直し
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

住宅借入金等を有す
る場合の所得税額の
特別控除
（住宅ローン控除）の
拡充

住宅の取得等に係る
消費税が10%の場合
に控除期間を13年間
とする特例

令和2年12月31日末
までに入居したもの
が対象

下記期間内に契約を締結し、かつ令
和4年12月31日までに入居したもの
も対象となる
・居住用家屋の新築

令和2年10月1日から
令和3年9月30日まで

・新築・中古住宅の取得
・増改築等

令和2年12月1日から
令和3年11月30日まで

※床面積が40㎡以上50㎡未満のも
のについても対象となるが適用を受
ける年分の合計所得金額が1,000万
円以下の場合に限る

－

退職所得課税の適正
化

従業員については退
職所得控除後の残額
に2分の1課税適用あ
り

勤続年数が5年以下である従業員は、
退職所得控除後の残額のうち300万
円を超える部分は2分の1課税適用
なし

令和4年分から適用

税制改正ダイジェスト

減

増
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

セルフメディケーション
税制の見直し

【適用期間】
令和3年12月31日
購入分まで

【適用期間】
令和4年1月1日から令和8年12月31
日購入分まで

【対象医薬品】
①従前対象となっていたスイッチ
OTC医薬品から、療養の給付に要す
る費用の適正化の効果が低いと認め
られるものを除外
②スイッチOTC医薬品と同種の効能
又は効果を有する要指導医薬品又
は一般用医薬品で、療養の給付に要
する費用の適正化の効果が著しく高
いと認められるもの（3薬効程度）を追
加

令和4年1月1日以降
購入分から適用

健康保険法等に基づ
く健康診査等「取組関
係書類」の確定申告
書添付不要化

－ －

・「取組関係書類」の確定申告書へ
の添付・提示が不要となる
・税務署長は、確定申告期限等後5

年間は「取組関係書類」の提出又は
提示を求めることができる

令和3年分の確定申
告書（令和4年1月1日
以後提出分）から適用

減

税制改正ダイジェスト

増
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

同族会社が発行した
社債の利子等の課税
の適正化

同族会社の個人株
主等が支払を受ける
利子等が総合課税
の対象

左記に加え、同族会社の子会社や孫
会社から個人株主等が支払を受ける
利子等についても総合課税の対象

令和3年4月1日から適
用

確定申告に係る申告
不要等（所得税）

－

配当控除後に税額
があると還付申告で
も申告義務が発生

予納税額や源泉所得税等があるた
め還付申告になる場合には、確定申
告書の提出を要しない

令和4年1月1日以後
に確定申告書の提出
期限が到来する所得
税に適用

確定申告に係る申告
不要等（個人住民税）

－

上場株式等の特定
配当等につき所得税
と住民税で異なる課
税方式を選択したい
場合は、別途個人住
民税の申告が必要

原則として確定申告書の提出のみで
申告手続が完結

令和3年分以後の確定
申告書を
令和4年1月1日以後
に提出する場合に適
用

税制改正ダイジェスト

増
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 資産課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

国際金融都市に向け
た税制上の措置

右記の財産について、
相続税・贈与税課税

国内に短期的に居住する在留資格
を有する者、国外に居住する外国人
等が、相続開始時・贈与時に国内に
居住する在留資格を有する者から相
続（遺贈）・贈与により取得する国外
財産について、相続税・贈与税を課
さない

大綱に具体的な実施
時期の記載なし

直系尊属から住宅取
得等資金の贈与を受
けた場合の贈与税の
非課税措置等

①令和3年4月1日か
ら12月31日までの非
課税限度額
・一定の耐震等の

住宅用家屋の新築等
1,200万円
・上記以外の耐震

等の住宅用家屋の新
築等

800万円

②床面積要件の下限
50㎡以上

①令和3年4月1日から12月31日ま
でに契約を締結した場合の非課税
限度額を引き上げ
・一定の耐震等の住宅用家屋の新

築等
非課税限度額 1,500万円
・上記以外の耐震等の住宅用家屋

の新築等
非課税限度額 1,000万円

②一定の受贈者又は、相続時精算
課税制度の特例について、床面積
要件の下限を40㎡以上に引き下げ

令和3年1月1日以後
の贈与に適用

減

税制改正ダイジェスト

減



9© 2021 税理士法人渡邊芳樹事務所

 資産課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

直系尊属から教育資
金の一括贈与を受け
た場合の贈与税の非
課税措置

令和3年3月31日まで 適用期限を2年延長 令和5年3月31日まで

①贈与から3年以内に
贈与者が死亡した場
合、管理残額を相続
財産に加算
（受贈者が23歳未満
である場合等を除く）
②2割加算の適用なし

①贈与者が死亡した場合、贈与か
ら死亡までの年数にかかわらず、管
理残額を相続財産に加算
（受贈者が23歳未満である場合等
を除く）
②贈与者の子以外については2割
加算の対象

令和3年4月1日以後
の信託等により取得す
る信託受益権等

－

対象資金の範囲に、一定の認可外
保育施設に支払われる保育料等を
追加

令和3年4月1日以後
に支払われる教育資
金

直系尊属から結婚・
子育て資金の一括贈
与を受けた場合の贈
与税の非課税措置

令和3年3月31日まで 適用期限を2年延長 令和5年3月31日まで

2割加算の適用なし

管理残額が相続財産に加算される
場合、贈与者の子以外については、
2割加算の対象

令和3年4月1日以後
の信託等により取得す
る信託受益権等

受贈者の年齢要件の
下限20歳以上

受贈者の年齢要件の下限を18歳以
上に引き下げ

令和4年4月1日以後
の信託等により取得す
る信託受益権等

－

対象資金の範囲に、一定の認可外
保育施設に支払われる保育料等を
追加

令和3年4月1日以後
に支払われる結婚・子
育て資金

減

税制改正ダイジェスト

増

減

増
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 資産課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

土地に係る固定資産
税等の負担調整措置

－ －

①宅地及び農地の負担調整措置に
ついて、令和3年度から令和5年度
までの3年間、据置年度において価
格の下落修正を行う措置並びに商
業地等に係る条例減額制度及び税
負担急増土地に係る条例減額制度
を含め、現行の負担調整措置の仕
組みを継続する

②その上で、令和3年度に限りの措
置として、次の措置を講ずる
・宅地等及び農地等については、

令和3年度の課税標準額を令和2
年度の課税標準額と同額とする。
・令和2年度において条例減額制

度の適用を受けた土地については、
所要の措置を講ずる

①令和3年度から令和
5年度までの3年間

②令和3年度限り

税制改正ダイジェスト
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内容 負担 改正前 改正後 実施時期

特定の美術品に係る
相続税の納税猶予制
度

－

特定の美術品につい
ての相続税の納税猶
予及び免除に係る特
例措置の対象に現代
美術品は含まれてい
ない

特例措置の対象に現代美術品を追
加する

令和3年4月1日から
適用

個人事業者の事業用
資産に係る相続税・
贈与税の納税猶予制
度

適用対象となる特定
事業用資産の範囲に、
乗用自動車（自動車
税等の営業用の標準
税率が適用されるも
のを除く）は含まれて
いない

適用対象となる特定事業用資産の
範囲に、被相続人又は贈与者の事
業の用に供されていた乗用自動車
（※）を加える

（※）貸借対照表（青色申告書）に計
上されているもので取得価額が500
万円以下の部分に対応する部分ま
で

大綱に具体的な実施
時期の記載なし

減

 資産課税

税制改正ダイジェスト
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 資産課税

税制改正ダイジェスト

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

非上場株式等に係る
相続税の納税猶予制
度

被相続人が60歳未
満で死亡した場合に
は、後継者は対象会
社の役員に就任して
いる必要はない
（60歳以上で死亡し
た場合には、後継者
は対象会社の役員に
就任している必要が
ある）

次に該当する場合には、後継者が
役員に就任していなくても本制度の
適用を受けることができることとする
・被相続人が70歳未満で死亡した

場合
・後継者が特例承継計画に記載さ

れている者である場合

大綱に具体的な実施
時期の記載なし

農地等に係る相続税・
贈与税の納税猶予制
度の適用に係る農地
等を収用交換等によ
り譲渡した場合の利
子税の全額免除

－ －
適用期限を5年間延長 令和8年3月31日まで

延長

減
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 法人課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

デジタルトランス
フォーメーション投資
促進税制の創設

（新設）

事業適応計画の認定を受けた青色
申告書提出法人が、その計画に従っ
て実施されたソフトウェアの購入又は
ソフトウェアの利用に係る費用（繰延
資産となるものに限る）について、
・取得価額×30％相当の特別償却
・取得価額×3％（一定の場合5％）

の税額控除
のいずれかの選択適用を行うことが
できる

産業競争力強化法の
改正法施行日（時期
未定）から令和5年3
月31日までの間

給与等の引上げ及び
設備投資に係る税額
控除制度の見直し

(大企業向け）

要件①
継続雇用者給与等
支給額が前期の継
続雇用者給与等支
給額に対して、3％以
上の増加
要件②
国内設備投資額が
減価償却費総額の
95％以上

【大企業向けの要件緩和】
要件①
新規雇用者給与等支給額が前期の
新規雇用者給与等支給額に対して、
2％以上の増加

要件②
削除

令和3年4月1日から
令和5年3月31日まで
の間に開始する事業
年度について適用

減

税制改正ダイジェスト

減
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 法人課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

試験研究を行った場
合の税額控除制度
（研究開発税制の見
直し）

〇対象となる試験研
究費の見直し
会計上費用に計上し
た研究開発費のうち、
税務上損金算入要
件を満たさないもの
は、研究開発税制の
適用不可

〇クラウドサービスに用いるツールな
ど、自社利用ソフトウェアに要した試
験研究費等を適用対象に追加

〇総額型及び中小企業技術基盤強
化税制の控除率の見直し及び控除
上限の引き上げ

〇オープンイノベーション型の対象範
囲の追加等
・国立研究開発法人・国公立大学

等の外部化法人との共同研究及び
委託研究
・特別研究機関等の範囲に人文系

の研究機関を加える

大綱に具体的な実施
時期の記載なし

令和3年4月1日から
令和5年3月31日まで
の間に開始する事業
年度

大綱に具体的な実施
時期の記載なし

税制改正ダイジェスト

増

減

減

減
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 法人課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

繰越欠損金の控除
上限の特例の創設

中小法人等以外の
法人については所
得金額×50％が限
度

産業競争力強化法の事業適応計画
（仮称）の認定を受けた青色申告法
人の一定期間内に生じた欠損金額
については脱炭素やDX、事業再構
築等への投資に応じた範囲内で最
大100％まで控除可能

次のいずれにも該当す
る事業年度
①基準事業年度開始
の日以後5年以内に開
始した事業年度
②事業適応計画の実
施時期を含む事業年度
③令和8年4月1日以前
に開始する事業年度

カーボンニュートラル
に向けた投資促進税
制の創設

－

【対象法人】
産業競争力強化法の中長期環境適
応計画（仮称）について認定を受け
た青色申告法人
【対象資産】
中長期環境適応生産性向上設備
（仮称）・中長期環境適応需要開拓
製品生産設備（仮称）
【特別償却・税額控除選択適用】
取得価額の50％の特別償却
取得価額の5％（一定のものにあっ
ては10％）の税額控除の選択適用

【対象資産取得期間】
産業競争力強化法の
改正法施行日（時期未
定）から令和6年3月31
日までの間

減

税制改正ダイジェスト

減
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 法人課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

中小企業投資促進税
制等の見直し及び延
長

【中小企業投資促進税
制】適用期限：
令和3年3月31日まで

【中小企業投資促進税制】
適用期限：
令和5年3月31日まで（2年延長）

令和5年3月31日ま
で延長

【商業サービス業農林
水産業活性化税制】
適用期限：
令和3年3月31日まで

【商業サービス業農林水産業活性化
税制】
適用期限をもって廃止

令和3年3月31日を
もって廃止

【中小企業経営強化税
制】
適用期限：
令和3年3年31日まで

【中小企業経営強化税制】
適用期限：
令和5年3年31日まで（2年延長）
対象設備の追加

令和5年3月31日ま
で延長

中小企業における
所得拡大促進税制の
見直し

－

【適用要件】
①及び②を満たすこと
①適用年度の雇用者
給与等支給額＞前期
の雇用者給与等支給
額
②適用年度の継続雇
用者給与等支給額≧
前期の継続雇用者給
与等支給額×101.5％

〇適用要件の簡素化
【適用要件】
適用年度の雇用者給与等支給額≧
前期の雇用者給与等支給額
×101.5％ を満たすこと
〇雇用調整助成金等の取扱いの明
確化
適用要件判定では控除せず、控除
税額計算では控除する

令和3年4月1日から
令和5年3月31日ま
での間に開始する
事業年度

税制改正ダイジェスト

減

増

減



17© 2021 税理士法人渡邊芳樹事務所

 法人課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

株式対価M&Aを
促進するための措置
の創設

－

（類似制度である、産
業競争力強化法に基
づく株式対価M&Aに
係る措置は適用期限
（令和3年3月31日）に
廃止）

〇株式交付により、買収対象会社株
式を譲渡し、株式交付親会社（買収
会社）株式等の交付を受けた場合、
その譲渡した株式の譲渡損益の計上
を繰り延べる
〇課税の繰延べは、対価として交付
を受けた資産の価額のうち、株式交
付親会社株式の価額が80％以上の
場合に限る

大綱に具体的な実
施時期の記載なし

中小企業の経営
資源の集約化に
資する税制の創設
（中小M&A税制）

－

〇経営力向上計画の認定を受けた
中小企業者が、他の法人の株式等を
取得（取得価額が10億円以下の購入
に限る）し、当該事業年度終了の日ま
で引き続き有している場合に、その取
得価額の70％以下の金額を準備金
として積立てたときは、損金算入でき
る
〇上記準備金は、その株式の全部ま
たは一部を有しなくなった場合等、ま
たは5年間の据置期間経過後に5年
間の均等取崩しにより益金算入する

改正中小企業等経
営強化法の施行日
（未定）から令和6年
3月31日までの間に、
経営力強化計画に
認定を受けた場合
に適用

税制改正ダイジェスト

減

減
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 消費課税

税制改正ダイジェスト

 国際課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

外国組合員に対する
課税の特例

－

特例適用投資組合契約を締結し
ている外国組合員に対する課税
の特例適用における、特例適用
投資組合契約に係る組合財産に
対する持分割合判定の緩和

大綱に具体的な実施
時期の記載なし減

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

車体課税の見直し・
延長

自動車税環境性能割
軽自動車税環境性能割
税率1％分軽減
適用期限：
令和3年3月31日

自動車税環境性能割
軽自動車税環境性能割
税率1％分軽減
適用期限
令和3年12月31日
（9ヵ月延長）

令和3年12月31日
まで延長

自動車重量税のエコ
カー減税
適用期限：
令和3年4月30日

自動車重量税のエコカー減税
適用期限：
令和5年4月30日
（見直しを行い2年延長）

令和5年4月30日
まで延長

減

減
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 納税環境整備

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

税務関係書類におけ
る押印義務の見直し

－
押印必要

押印が必要であった税務関係書
類について、一定のものを除き押
印を要しない

令和3年4月1日以後

電子帳簿等保存制度
の見直し

－

〇帳簿書類の電磁的記
録による保存制度
〇スキャナ保存制度
〇電子取引記録の保存
制度
について、厳格な要件
に基づく事前承認を要
する

左記制度について、承認制度の
廃止、タイムスタンプ要件の付与
期間延長、保存要件の緩和、出
力書面による代替措置の廃止な
ど

令和4年1月1日から内
容に応じて下記

・同日以後
・同日以後法定申告

期限等到来の国税
・同日以後に行う電

子取引の取引情報

税制改正ダイジェスト
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Ⅱ 序章
令和3年度予算のポイント

デジタル・セーフティネットの構築

マイナンバーの利活用の促進（工程表）

令和3年度予算フレーム

経済指標の推移

一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

令和3年度一般会計歳出・歳入の構成

高齢化の推移と将来推計

令和3年度税制改正の概要
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序章

■令和3年度予算のポイント

出典：財務省「令和3年度予算のポイント」

感染拡大防止に万全を期しつつ、中長期的な課題（デジタル社会・グリーン社会、活
力ある地方、少子化対策など全世代型社会保障制度等）にも対応する予算。
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出典：マイナンバー制度及び九日と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ第１回提出資料

マイナポータルを活用したデジタル基盤の構築

序章

■デジタル・セーフティネットの構築
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出典：内閣官房資料令和2年12月11日

マイナポータルをハブとしたデジタル・セーフティネット構築（民間情報と電子申請等の
連携、税（所得情報）と社会保障の連携等）の検討

序章

■マイナンバーの利活用の促進（工程表）



24© 2021 税理士法人渡邊芳樹事務所

序章

出典：財務省「令和3年度予算のポイント」

■令和3年度予算フレーム
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序章

■経済指標の推移

出典：財務省「令和3年度予算のポイント」
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序章

■一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

出典：財務省「令和3年度予算のポイント」

歳出総額および税収による歳入金額は増加傾向（前年は新型コロナ対策に伴
う補正予算により大幅増加）
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序章

■令和3年度一般会計歳出・歳入の構成

出典：財務省「令和3年度予算のポイント」

歳入に占める租税収入の割合は53.9％（前年は61.9％）

公債金歳入＞国債費歳出 国の借金は毎年増加

新型コロナ対策予備費として5兆円を確保
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出典：内閣府「令和2年版高齢社会白書」

少子高齢化に伴い、税・保険料の負担も年々上昇傾向

序章

■高齢化の推移と将来推計
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序章

■令和3年度税制改正の概要

• セルフメディケーション税制

• 教育、結婚子育て資金贈与

• 退職所得課税の適正化

• 非上場株式の納税猶予制度

• DX投資促進税制

• 研究開発税制の見直し

• 押印義務の見直し

• 電子帳簿保存制度の見直し

• 中小企業投資、所得拡大

• 中小企業M&A税制

• ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ投資促進税制

• エコカー減税の見直し

• DX投資促進税制

• 研究開発税制の見直し

• 繰越欠損金の控除上限の特例

• 株式対価M&A促進

• 国際金融都市に向けた税制

• 土地の固定資産税の据置

• 住宅ローン控除の拡充

• 住宅取得資金贈与
ウィズコロナ、
ポストコロナの

経済再生

中小企業の支援、
地方創生

グリーン社会の
実現

経済社会の構造
変化を踏まえた
税制の見直し

円滑・適正な
納税のための
環境整備

デジタル社会の
実現
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Ⅲ 個人所得課税

住宅ローン控除の拡充等

セルフメディケーション税制の延長・拡充等

退職所得課税の適正化

同族会社が発行した社債の利子等の課税の適正化

確定申告に係る申告不要等
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個人所得課税

■住宅ローン控除の拡充等（1/2）

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』
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個人所得課税

■住宅ローン控除の拡充等（2/2）

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』
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改正前 改正後

令和3年12月31日まで 令和8年12月31日まで

スイッチOTC医薬品 すべて対象
療養の給付に要する費用の適正化の
効果が低いものを除外

スイッチOTC医薬品以外 すべて対象外
療養の給付に要する費用の適正化の
効果が著しく高いもの（3薬効程度）
を追加

確定申告書への添付または
提出の際に提示

確定申告書への添付または提出の際
の提示は不要※

※ただし、申告期限等から5年以内に税務署長から求められた場合は提示・提出義務有

対象となる医薬品

適用期限

「取組関係書類」の取り扱い

1.改正の内容

• 対象となる医薬品について、見直しが行われる

• セルフメディケーション税制を受けるための要件・手続きが緩和される

• 上記を見直した上で適用期限を5年延長

2.留意点

• 対象となる医薬品は令和4年分以後の所得税について適用

個人住民税についても令和5年度分以後から同様の見直しを適用

• 「取組関係書類」は令和3年分の確定申告書（令和4年1月1日以後提出分）から適用

個人所得課税

■セルフメディケーション税制の延長・拡充等
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個人所得課税

■退職所得課税の適正化

1.改正の趣旨

退職所得課税における2分の1課税は、退職所得が長期にわたる勤務の結果生ずるものであり、

勤務の対価の一部が蓄積して一挙に支払われるものであることに配慮した税負担の平準化措置
であることから、勤務年数の短い従業員は2分の1課税の平準化措置の適用から除外する。

2.改正の内容

【改正前】

従業員は退職所得控除後の残額に、2分の1課税適用あり

【改正後】

勤続年数が5年以下である従業員は、退職所得控除後の残額のうち300万円を超える部分は2
分の1課税適用なし（300万円以下の部分は2分の1課税あり）

3.適用の時期

令和4年分以後の所得税について適用
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1.改正の内容

同族会社が発行した社債の利子で、その同族会社の判定の基礎となる株主である法人
と特殊の関係のある個人（※）及びその親族等が支払を受けるものを、総合課税の対象
とする。また、当該個人及びその親族等が支払を受けるその同族会社が発行した社債
の償還金についても、総合課税の対象とする。

（※）「法人と特殊の関係のある個人」とは、法人との間に発行済株式等の50%超の保有関係がある個人等をいう。

2.適用の時期

令和3年4月1日以後に支払を受けるべき社債の利子及び償還金について適用

個人所得課税

■同族会社が発行した社債の利子等の課税の適正化

現行制度 改正により追加

＜現行＞

源泉分離課税

（一律20％）

＜改正後＞

総合課税

（～55％）
P社 S社

50%超

P社

個人株主 個人株主

総合課税の対象範囲

社債利子等 社債利子等
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個人所得課税

1.改正の内容

新型コロナウイルス感染拡大防止策の一環として、確定申告会場への来場者分散等
のため、その年分の所得税の額の合計額が配当控除の額を超える場合であっても、次
の場合には、確定申告書の提出を要しないこととする。

控除しきれなかった外国税額控除の額があるとき

控除しきれなかった源泉徴収税額があるとき

控除しきれなかった予納税額があるとき

※申告の義務がなくなっただけであるため、還付を受けるためには申告書を提出する必
要がある点に留意する。

2.適用の時期

令和4年1月1日以後に確定申告書の提出期限が到来する所得税について適用

■確定申告に係る申告不要等（所得税）
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個人所得課税

1.改正の内容

特定配当等及び特定株式等譲渡所得金額に係る所得の全部について源泉分離課税
（申告不要）とする場合に、原則として確定申告書の提出のみで申告手続が完結できる
よう、確定申告書における個人住民税に係る付記事項を追加する。

2.適用の時期

令和3年分以後の確定申告書を令和4年1月1日以後に提出する場合について適用

■確定申告に係る申告不要等（個人住民税）

所得税と異なる課税方式を選択したい場合

改正前 改正後

住民税の納税通知書送達前までに所得
税確定申告書とは別に申告書の提出が
必要

源泉分離課税（申告不要）とする場合、原
則として所得税確定申告書の提出のみで
申告手続が完結
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Ⅳ 資産課税

国際金融都市に向けた税制上の措置

住宅取得等資金の贈与税の非課税措置等

教育資金・結婚子育て資金の一括贈与の見直し

固定資産税等の負担調整の措置

特定の美術品に係る相続税の納税猶予制度の拡充

個人事業者の事業用資産に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の見直し

非上場株式等の相続税の納税猶予制度における後継者役員要件の緩和

農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の免除措置の延長
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資産課税

■国際金融都市に向けた税制上の措置

1.納税義務者の判定等

2.適用の時期 大綱に具体的な実施時期の記載なし

出典：税務大学校「相続税法（基礎編）令和2年度版」（一部加筆）

【改正前】
相続開始時・贈与前15年以内に国内に住所があっ
た期間が10年以下である在留資格を有する者

【改正後】
（国内に住所を有する期間にかかわらず）
相続開始時・贈与時に国内に居住する在留資格を
有する者

• 国内に短期的に居住する在留資格を有する者
• 国外に居住する外国人等

相続（遺贈）・贈与により取得する
国外財産について、相続税・贈与税を課さない

＋

↓

国外財産に
課税しない

国外財産に
課税しない

改正後は、被相続人・贈与者の住所を有する期間を削除
→就労等のために日本に居住する 外国人の
長期滞在を促進

改正

被相続人・贈与者

相続人・受遺者

課税対象財産
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資産課税

■直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』
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資産課税

■直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』
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資産課税

■直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』



43© 2021 税理士法人渡邊芳樹事務所

令和3年度は
令和2年度と
同じ税額に
据え置き

令和3年度は
そのまま引き
下げ

資産課税

1.制度概要

①宅地等及び農地の負担調整措置について、令和3年度から令和5年度までの間、据

置年度において価格の下落修正を行う措置並びに商業地等に係る条例減額制度及び
税負担急増土地に係る条例減額制度を含め、現行の負担調整措置の仕組みを継続。

②その上で、新型コロナウイルス感染症により社会経済活動や国民生活全般を取り巻
く環境が大きく変化したことを踏まえ、納税者の負担感に配慮する観点から、令和3年度

に限り、負担調整措置等により税額が増加する土地について、前年度の税額に据え置く
特別な措置を講ずる。

2.適用期間

①令和3年度から令和5年度までの3年間

②令和3年度限り

住宅地・商業地・農地などの土地

令和3年度から評価額が見直しに

令和2年1月1日時点の
地価などが基準

増税に
なる場合

減税に
なる場合

■土地に係る固定資産税等の負担調整措置

土地の評価額は3年に1度
見直しがある。
令和3年度は見直しの時期
に当たる。
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資産課税

■特定の美術品に係る相続税の納税猶予制度

1.改正の内容

文化財保護法等に基づき特定美術品に認められている相続税猶予の対象となる財に
ついて、現行の特定美術品に加えて、一定の現代美術品を追加する。

2.適用の時期 令和3年4月1日から

出典：令和3年度文部科学省税制改正要望事項



45© 2021 税理士法人渡邊芳樹事務所

資産課税

■個人事業者の事業用資産に係る相続税・贈与税の納税猶予制度

1.改正の内容

納税猶予制度の適用対象となる特定事業用資産（自動車）の範囲を拡大

2.適用の時期 大綱に具体的な実施時期の記載なし

改正前 改正後

自動車税等の営業用の標準税率が適用さ
れる自動車等の一定の自動車のみが納税
猶予制度の対象

左記に加え、被相続人又は贈与者の事業の
用に供されていた乗用自動車（※1）も納税猶
予制度の対象とする

（※1）
貸借対照表（青色申告書）に計上されているも
ので取得価額が500万円以下の部分に対応
する部分まで
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資産課税

■非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度

1.改正の内容

非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度の適用要件のうち、後継者の役員就任要件
について要件を緩和（贈与税の納税猶予制度については、改正なし）

2.適用の時期 大綱に具体的な実施時期の記載なし

制度 改正前 改正後

特例措置
（R9.12.31まで
の制度）

後継者は、先代経営者の相続開始
の直前において役員に就任してい
る必要あり
（ただし、先代経営者が60歳未満で

死亡した場合には、当該要件を充
足する必要はない）

次のいずれかに該当する場合には、
相続開始の直前において後継者が役
員に就任していなくてもよい
①先代経営者が70歳未満で死亡した
場合

②後継者が特例承継計画に特例後継
者として記載されている者である場合

一般措置
（恒久的制度）

同上 次に該当する場合には、相続開始の
直前において後継者が役員に就任し
ていなくてもよい
・先代経営者が70歳未満で死亡した
場合

株式に係る相続税を
全額猶予する制度

株式に係る相続税のうち
発行済株数の2/3まで、かつ、

80％部分を猶予する制度
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1.改正の内容

農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の適用に係る農地等を収用交換等により

譲渡した場合に利子税の全額を免除する措置を5年延長する（令和8年3月31日まで）。

資産課税

■農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の利子税免除措置の延長

2.農地等の納税猶予制度の利子税免除の概要

① 前提

農地等を相続又は贈与により取得した相続人又は贈与者は、一定の要件を下に相続税又は

贈与税の納税猶予特例の適用を受けることができる。

② 譲渡があった場合

〇原則

譲渡があった場合には、①で猶予されていた相続税又は贈与税に併せて納税猶予期間に

相当する利子税を納付しなければならない。

〇利子税の免除

・一定の農地等の収用交換等による譲渡については、利子税の額が0円に軽減される。

・利子税の免除の特例を受ける場合には、公共事業施行者の収用交換等による譲渡を受けた

ことを証する書類を添付した届出書を提出する必要がある。
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Ⅴ 法人課税
新規創設特例に係る計画認定等の要件整理

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設

DX投資促進税制の創設

研究開発税制の見直し

給与等の引上げ及び設備投資に係る税額控除制度の見直し

繰越欠損金の控除上限の特例の創設

株式対価M&Aを促進するための措置の創設

中小企業向け投資促進税制等の見直し及び延長

中小企業における所得拡大促進税制の見直し

中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設（中小M&A税制）
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法人課税

■新規創設特例に係る計画認定等の要件整理

特例の名称 計画の名称
計画の

認定期間
適用期間

（自）
適用期間
（至）

カーボンニュートラル
に向けた投資促進税制

中長期環境適応計画
（仮称）

※温室効果ガスの削減
に資する事業活動に特
に寄与するもの 大綱に記載

なし

産業競争力強
化法の改正法
の施行日

令和6年3月31日

デジタルトランス
フォーメーション投資
促進税制

事業適応計画（仮称）

※生産性の向上又は需
要の開拓に特に資する
ものとして主務大臣の
確認を受けたもの

令和5年3月31日

繰越欠損金の控除
上限の特例

事業適応計画（仮称）

※経済社会情勢の著し
い変化に対応して行う
ものとして一定の基準
に該当するもの

産業競争力
強化法改正
法施行の日
から同日以後
1年を経過す
る日までの間

―

次の3要件を満たす事業年度
①基準事業年度開始日以後

5年以内開始事業年度
②事業適応計画の実施時期

を含む事業年度
③令和8年4月1日以前開始

事業年度

中小企業の経営資源の
集約化に資する税制
（中小M&A税制）

経営力向上計画

（経営資源集約化措置
（仮称）が記載されたも
の）

大綱に記載
なし

中小企業等経
営強化法の改
正法の施行日

令和6年3月31日
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法人課税

■カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』

→Ｐ52
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法人課税

■カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の投資対象（イメージ）

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』
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出典：経産省「カーボンニュートラル実現に向けたトランジション推進のための利子補給事業資料」

カーボンニュートラル実現に向けたトランジション推進のための利子補給事業

令和3年度予算案額2.0億円（新規）

■金融支援（成果連動型の低利融資制度）

法人課税
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法人課税

■デジタルトランスフォーメーション（DX）投資促進税制の創設（1/2）

出典：金融庁「経済産業関係 税制改正について」

1.概要
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法人課税

■デジタルトランスフォーメーション（DX）投資促進税制の創設（2/2）
2.税額控除（3％と5％の判定）について

3.適用の時期
産業競争力強化法の改正法の施行日から令和5年3月31日までの期間に
認定を受けた資産に対して適用

出典：金融庁「経済産業関係 税制改正について」
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改正の内容

国際競争力を失わないために、企業の研究開発投資を維持・拡大させ、イノベーション
の強化等、潜在成長率を高める観点より下記見直しを行う。

（1）総額型及び中小企業技術基盤強化税制の税額控除率の見直し、控除限度額の引
き上げ、時限措置の延長

（2）オープンイノベーション型（特別試験研究費の額）の対象範囲の拡大等

（3）研究開発税制の対象となる試験研究費の範囲の見直し

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（1/9）
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（1）-1総額型及び中小企業技術基盤強化税制の税額控除率の見直し

試験研究費を増加させた場合のインセンティブの強化をする観点より控除率カーブの見
直しを行う。

改正の内容

①総額型

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（2/9）

改正前 改正後

控除率

〇増額試験研究費割合＞8％
9.9％＋（増額試験研究費割合ー8％）×0.3
（上限14％）
〇増額試験研究費割合≦8％
9.9％ー（8％ー増額試験研究費割合）×0.175
（下限6％）

上乗せ措置
試験研究費の額が平均売上金額の10％超の場合
控除率×（試験研究費割合－10％）×0.5
（上限は法人税額の10％）

〇増額試験研究費割合＞9.4％
10.145％＋（増額試験研究費割合ー9.4％）
×0.35
（上限14％）
〇増額試験研究費割合≦9.4％
10.145％ー（9.4％ー増額試験研究費割合）
×0.175
（下限2％）

上乗せ措置
試験研究費の額が平均売上金額の10％超の場合
控除率×（試験研究費割合－10％）×0.5
（上限は法人税額の10％）
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（1）-1総額型及び中小企業技術基盤強化税制の税額控除率の見直し

②中小企業基盤強化税制

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（3/9）

改正前 改正後

控除率

〇増額試験研究費割合＞8％
12％＋（増額試験研究費割合ー8％）×0.3
（上限17％）
〇増額試験研究費割合≦8％
12％

上乗せ措置
試験研究費の額が平均売上金額の10％超の場合
控除率×（試験研究費割合－10％）×0.5
（上限は法人税額の10％）

〇増額試験研究費割合＞9.4％
12％＋（増額試験研究費割合ー9.4％）×0.35
（上限17％）
〇増額試験研究費割合≦9.4％
12％

上乗せ措置
試験研究費の額が平均売上金額の10％超の場合
控除率×（試験研究費割合－10％）×0.5
（上限は法人税額の10％）
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（1）-2総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除限度額の引き上げ

1.改正の内容

研究開発投資を増額していくインセンティブが維持されるために、コロナ禍により売上が
減少したにもかかわらず、研究開発投資を増加させた企業については、控除限度額を
25％から30％に引き上げる。

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（4/9）

出典：『令和3年度税制改正に関する経済産業省要望【概要】』令和2年9月経済産業省
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（1）-2総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除限度額の引き上げ

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（5/9）

改正前 改正後

総合型

〇原則
法人税額×25％

〇上乗せ措置
試験研究費の額が平均売上金額の10％超の場合
法人税額×（試験研究費割合－10％）×2
（上限は法人税額の10％）

〇原則
法人税額×25％

〇上乗せ措置
（従来）
試験研究費の額が平均売上金額の10％超の場合
法人税額×（試験研究費割合－10％）×2
（上限は法人税額の10％）

（追加）
法人税額の5％上乗せ

中小企業
技術基盤
強化税制

〇原則
法人税額×25％

〇上乗せ措置
・増額試験研究費割合が8％超の場合
法人税額×10％

・増額試験研究費割が8％以下の場合
法人税額×（試験研究費割合－10％）×2
（上限は法人税額の10％）

〇原則
法人税額×25％

〇上乗せ措置
（従来）
・増額試験研究費割合が9.4％超の場合
法人税額×10％

・増額試験研究費割が9.4％以下の場合
法人税額×（試験研究費割合－10％）×2
（上限は法人税額の10％）

（追加）
法人税額の5％上乗せ
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（1）-2総額型及び中小企業技術基盤強化税制の控除限度額の引き上げ

2.適用の要件

※基準年度：令和2年2月1日前に最後に終了した事業年度

※上乗せ措置適用後は、最大で法人税額の50％が控除限度額となる。

3.適用の時期

令和3年4月1日から令和5年3月31日までの間に開始する各事業年度

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（6/9）

5％上乗せ措置
①基準年度に比べ、当期の売上が2％減少していること
②基準年度に比べ、試験研究費の額が増加していること
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（2）オープンイノベーション型（特別試験研究費の額）の対象範囲の拡大等

オープンイノベーション型とは、国の試験研究機関や大学等と、共同試験研究・委託試
験研究を行った場合等に、要した費用の額に一定の控除率を乗じた額を法人税から控
除する制度。（法人税額の10％が上限）

１.対象範囲の拡大

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（7/9）

試験研究費の類型 対象となる相手方 控除率
委託試験研究 特定中小企業者等（次ページ2.②） 20%

共同試験研究、委託試験研究

特別研究機関等（人文系の研究機関） 30%
大学等（次ページ2.①） 30%
国公立大学・国立研究開発法人の外部化法人 25%
一定の研究開発型ベンチャー企業 25%
上記以外の者（民間企業等） 20%

知的財産権の設定又は許諾を受けて行う
試験研究 特定中小企業者等 20%

希少疾病用医薬品等・特定用途医薬品等の試
験研究 20%

技術研究組合の組合員が行う協同試験研究 20%

要件の追加

拡大

拡大

要件の追加
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（2）オープンイノベーション型（特別試験研究費の額）の対象範囲の拡大等

２.要件の追加

①大学等との共同研究及び委託研究については、契約上の試験研究費の総見込額が
50万円を超えるものに限定する。（一定の中小企業者・農業協同組合等は除く）

②特定中小企業者等への委託研究は下記要件を満たすものに限定する。

イ 研究の受託者においても試験研究に該当するものであること。

ロ 委託して行う試験研究の成果を、委託法人が取得するものとされていること。

３.運用の改善

その事業年度における特別試験研究費の額であることの共同研究の相手方の確認に
ついて、第三者が作成した報告書等によって確認することが可能であることを明確化す
る等の改善を行う。

４.適用の時期

税制改正大綱に明確な記載なし

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（8/9）



63© 2021 税理士法人渡邊芳樹事務所

（3）研究開発税制の対象となる試験研究費の範囲の見直し

試験研究費の範囲に、クラウド環境で提供するソフトウェアなど、自社利用ソフトウェア
の製作に要した金額のうち、非試験研究用資産の取得価額に含まれるもので、会計上
損金経理した金額を追加する。

（非試験研究用資産とは・・棚卸資産、固定資産、繰延資産で事業共用の時に試験研究の用に供さないもの）

法人課税

■試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し（9/9）

出典：『令和3年度税制改正に関する経済産業省要望【概要】』令和2年9月経済産業省

今後は、クラウドサービスや製品
開発のために用いられるツール等、
自社利用ソフトウェアの製作に要し
た試験研究費についても、損金経
理を要件として、研究開発税制の
対象とする。

税
制
の
対
象

税
制
の
対
象

に
追
加

改
正
前

改
正
後
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1.改正の趣旨

コロナ禍による労働者を取り巻く環境が大きく変化する中で、新たな人材の獲得
及び人材育成の強化を図りつつ、採用状況が悪化する中で第二の就職氷河期を
招かぬよう、大企業における新規雇用者の給与等支給額及び教育訓練費の増加
に着目した税制へと見直しを行う。

2.改正の内容
大企業における適用要件の対象者の見直し及び要件削除による緩和

3.適用の時期
令和3年4月1日から令和5年3月31日までに開始する事業年度について適用

法人課税

■給与等の引上げ及び設備投資に係る税額控除制度の見直し（1/2）
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法人課税
■給与等の引上げ及び設備投資に係る税額控除制度の見直し（2/2）

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』
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法人課税

1.改正の趣旨

コロナ禍の厳しい経営環境の中で、赤字企業でもポストコロナに向けて、事業再構築
等に取り組んでいくことが必要。こうした経営改革に果敢に挑む企業に対し、繰越欠損
金の控除上限（現行50％※）の引き上げ措置を講ずる。

※中小企業は現行でも100％まで控除可能。本制度は中堅・大企業向けの制度

2.適用の時期

次のいずれにも該当する事業年度

①基準事業年度（※1）開始の日以後5年以内に開始した事業年度

②事業適応計画（仮称）の実施時期を含む事業年度

③令和8年4月1日以前に開始する事業年度

（※1）特例対象欠損金額（※2）が生じた事業年度のうち、その開始の日が最も早
い事業年度後の事業年度で所得の金額が生じた最初の事業年度

（※2）令和2年4月1日から令和3年4月1日までの期間内の日を含む事業年度

（一定の場合には、令和2年2月1日から同年3月31日までの間に終了する事
業年度及びその翌事業年度）において生じた青色欠損金額

■繰越欠損金の控除上限の特例（1/3）
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法人課税

3.改正の内容

• 産業競争力強化法に新たな計画認定
制度を創設

• 事業再構築等に向けた投資内容を含
む事業計画（事業適応計画）を事業所
管大臣が認定

認定を受けた青色申告法人について、コ
ロナ禍に生じた欠損金（原則として令和2
年度・令和3年度に生じた欠損金）を対象
に、最長5事業年度の間、控除上限を投
資の実行金額の範囲内で最大100％に
引き上げる。

■繰越欠損金の控除上限の特例（2/3）

出典：経済産業省「経済産業関係 令和3年度税制改正について」
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法人課税

4.改正の内容

■繰越欠損金の控除上限の特例（3/3）

出典：経済産業省「経済産業関係 令和3年度税制改正について」

特例対象欠損金額につき、欠損金の繰越控除前の所得の金額（その所得の50％を

超える部分については、投資の実行金額に達するまでの金額に限る。）の範囲内で損
金算入できることとする。
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法人課税

■株式対価M&Aを促進するための措置の創設

出典：財務省『令和３年度税制改正参考資料』
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改正の内容

• 「中小企業経営強化税制」・・・適用期限を2年延長（令和5年3月31日まで）し、利便

性向上のため、経営力向上計画認定手続を柔軟化。また、新たな類型として経営資
源集約化設備を追加

• 「中小企業投資促進税制」・・・適用期限を2年延長（令和5年3月31日まで）し、「商

業・サービス業・農林水産業活性化税制」を取り込み、制度を一本化（対象業種に不
動産業、商店街振興組合等を追加）

法人課税

■中小企業向け投資促進税制等の見直し及び延長

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」
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法人課税

■中小企業における所得拡大促進税制の見直し

1.改正の趣旨

雇用者全体の給与等支給額に着目した要件に見直し、簡素化する。

2.改正の内容

3.適用の時期

令和3年4月1日から令和5年3月31日までの間に開始する事業年度

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」
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法人課税

■中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設（中小M&A税制）（1/4）

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」
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法人課税

■中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設（中小M&A税制）（2/4）

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」
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法人課税

■中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設（中小M&A税制）（3/4）
1.改正の趣旨

M&Aを実施する中小企業者の投資リスク（簿外債務等）に備え、5年間の据置期間

付の準備金制度を創設

2.改正の内容

経営力向上計画の認定を受けた中小企業者が、他の法人の株式等を取得（購入

による取得に限り、取得価額が10億円以下のものに限る）をし、かつ、その取得の日

を含む事業年度終了の日まで引き続き有している場合において、その取得価額の

70％以下の金額を中小企業事業再編投資損失準備金として積み立てたときは、

その事業年度において損金算入できる。

この準備金は、5年間の据置期間経過後、原則として5年間で均等額を取り崩して

益金算入する。但し、その株式等の全部または一部を有しなくなった場合やその株

式等の帳簿価額を減額した場合には全額取り崩す。

3.適用時期及び適用対象取引

改正中小企業等経営強化法の施行日（未定）から令和6年3月31日までに経営力向

上計画の認定を受けた株式等の取得
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法人課税

■中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設（中小M&A税制）（4/4）
4.イメージ

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」を一部加工
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改正の内容

• 中小企業者等の法人税率は、年800万円以下の所得金額について、15％の軽減
措置を2年間延長（令和5年3月31日までに開始する事業年度まで）

法人課税

■中小企業者等の法人税の軽減税率の延長

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」
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Ⅵ 消費課税

車体課税の見直し
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改正の内容

• 新しい令和12年度燃費基準としながら、減税対象割合が現行水準と同じになるよ
うに基準を維持

• 期限を2年延長（令和5年4月30日まで）

消費課税

■車体課税の見直し（エコカー減税（自動車重量税）の見直し）

【乗用自動車（軽油自動車を除く）の場合】

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」
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改正の内容

• 新しい令和12年度燃費基準としながら、非課税対象割合及び減税対象割合が現
行水準と同じになるように基準を維持

• 特例措置（1％軽減）の期限を9ヶ月延長（令和3年12月31日まで）

消費課税

■車体課税の見直し（環境性能割の見直し）

出典：令和2年12月経済産業省 「令和3年度（2021年度）経済産業関係 税制改正について」
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Ⅶ 国際課税

外国子会社からの配当に係る外国源泉税等の見直し等

外国組合員に対する課税の特例
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国際課税

■外国子会社からの配当に係る外国源泉税等の見直し等

1.改正の内容

①外国子会社（持株割合25％以上、かつ、6ヶ月以上保有）から受ける配当等の

額（外国子会社配当益金不算入制度の適用を受ける部分の金額に限る。）に係る

外国源泉税等の額の損金算入について、その配当等の額のうち内国法人の外国

関係会社に係る所得の課税の特例（いわゆる「外国子会社合算税制」 ）との二重

課税調整の対象とされる金額に対応する部分に限る。（現行：全額損金算入）

②外国子会社から受ける配当等の額（外国子会社配当益金不算入制度の適用を

受けない部分の金額に限る。）に係る外国源泉税等の額の外国税額控除について、

その配当等の額のうち外国子会社合算税制との二重課税調整の対象とされない

金額に対応する部分につきその適用を認める。（現行：全額不適用）

2.適用の時期

大綱に具体的な実施時期の記載なし
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国際課税

■外国組合員に対する課税の特例

1.改正の内容

外国投資家が海外ファンド等を通じて日本のファンドに投資する場合、その海外ファ

ンド等の持分が25％以上であっても、投資家単位で25％未満の場合等には、日本で

の申告を免除する。

2.適用の時期

大綱に具体的な実施時期の記載なし
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Ⅷ 納税環境の整備

税務関係書類における押印義務の見直し

電子帳簿等保存制度の見直し
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納税環境整備

■税務関係書類における押印義務の見直し

1.改正の趣旨
デジタル化推進による行政手続コストの削減や感染症の感染拡大によりあらわになった課題へ
の対応の観点から、税務手続の負担軽減を図るため、一定のものを除き税務関係書類の押印義
務を廃止する。

2.改正の内容

※国税犯則調査手続における質問調書等への押印については、刑事訴訟手続に準じた取扱いとする

※施行日前においても、押印を要しないこととする税務書類については、運用上押印がなくても改めて求めない

※地方公共団体の長に提出する地方税関係書類についても同様とする

3.適用の時期

令和3年4月1日以後に提出する税務関係書類について適用

原則 例外

取扱い 税務関係書類全般は押印不要

次に掲げる書類に関しては引き続き押印を要する

①担保提供関係書類、物納手続関係書類のうち、実印の押印及び印鑑証明
書の添付を求めている書類

②相続税及び贈与税の特例における添付書類のうち、財産の分割の協議に
関する書類

具体例
確定申告書、修正申告書等
年末調整関係書類
国税、地方税各届出書

①所有権移転登記承諾書、 質権設定の承諾書
②遺産分割協議書
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納税環境整備

■電子帳簿等保存制度の見直し（1/4)
1.改正の趣旨

経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性向上、テレワーク推進、
クラウド会計ソフト等の活用による記帳水準向上のため、国税関係帳簿書類の電子的
な保存手続きを抜本的に見直す。

2.改正の内容

出典：経済産業省
『令和3年度(2021
年度)経済産業関
係 税制改正につ
いて』
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内容 改正前 改正後

承認制度 税務署長等の承認が必要 税務署長等の承認制度を廃止

保存要件

自己が一貫して電子計算機を使用して作成する
場合、次に掲げる要件に従い、国税関係帳簿書類
に係る電磁的記録の保存が出来る

変更なし

電磁的記録の保存に関する要件

①訂正/削除や入力時間などを確認出来るシステム
を利用する(日本文書情報マネジメント協会
（JIIMA）が認証する会計ソフト等を利用)

②電子化した帳簿の記録事項と帳簿に関連する
記録事項の相互関連性を確認できるようにする

③システム概要書やマニュアル等の備付けを行う
④PCや周辺機器を備付け、整然かつ明瞭に、速や
かな画面・書面出力が行える

⑤年月日/科目/金額やそれらの組み合わせなど、
一定の要件を満たした検索機能を確保する

電磁的記録の保存に関する要件 (保存要件の変更)

①システム概要書やマニュアル等の備付けを行う
②PCや周辺機器を備付け、整然かつ明瞭に、速やかな画面・
書面出力が行える

③国税庁等の当該職員の質問検査権に基づく国税関係帳簿
書類に係る電磁的記録のダウンロードの求めがある場合
には、応じる

優遇措置 ―

改正前の全ての要件を満たす電子帳簿保存を行う者について、
修正申告/更正があった場合、過少申告加算税から5%控除
※1 隠蔽・仮装された事実がある場合を除く
※2 あらかじめ届出書の提出が必要

納税環境整備

■電子帳簿等保存制度の見直し（2/4)
3.改正の内容

(1)国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度
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内容 改正前 改正後

承認制度 税務署長等の承認が必要 税務署長等の承認制度を廃止

タイムスタンプ

①タイムスタンプ付与期間は3営業日以内
②スキャナーで読み取る際に自署が必要
③訂正/削除の履歴の確保に関し特定の要件

①付与期間を入力期間と同様の2月以内とする
②スキャナーで読み取る際の自署を不要とする
③訂正/削除の事実及び内容を確認できるシステムで、その
記録の保存によりタイムスタンプに代えることができる

適正事務
処理要件

適正事務処理要件あり
(相互けん制、定期的な検査及び再発防止策の
社内規定整備等)

適正事務処理要件の廃止

検索要件

①年月日、勘定科目、金額その他主要な項目に
より検索できる

②日付又は金額の範囲指定で検索できること
③二つ以上の任意の記録項目を組み合わせた

条件により検索できる

検索項目を年月日、金額、取引先名に限定
電磁的記録のダウンロードに応じる場合、範囲指定及び項目
を組み合わせて設定できる機能の確保を不要とする

納税環境整備

■電子帳簿等保存制度の見直し（3/4)
(2)国税関係書類に係るスキャナ保存制度

内容 改正前 改正後

承認制度 税務署長等の承認が不要 変更なし

タイムスタンプ タイムスタンプ付与期間は遅滞なく行う 国税関係書類と同様の2ヵ月以内とする

検索要件
国税関係書類と同様の検索項目等 検索項目を国税関係書類と同様の措置とし、一定時点の

売上高が1,000万円以下である保存義務者は、電磁的記録
のダウンロードに応じる場合に検索要件の全てを不要とする

(3)電子取引(※)の取引情報に係る電磁的記録の保存制度

※ 取引情報の授受を電磁的方式により行う取引(EDI取引等をいう)
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納税環境整備

■電子帳簿等保存制度の見直し（4/4)

4.適用の時期

令和4年1月1日から施行し、同日以後備付けを開始する国税関係帳簿または保存を
行う国税関係書類に適用

(4)適正な保存を担保するための措置
内容 改正前 改正後

不正抑止の
担保措置

― 隠蔽・仮装があった場合には、通常課される重加算税の額に
申告漏れに係る本税の10%を加算

電磁的記録の
出力書面等の

保存

申告所得税及び法人税における取引情報に係
る電磁的記録の保存義務者が行う電磁的記録
の出力書面等の保存により電磁的記録に代え
ることができる

左記、出力書面による代替措置の廃止
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Ⅸ 資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等

相続税・贈与税の現状と課題
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相続税・贈与税の現状と課題

■経済社会の構造変化を踏まえた令和時代の税制のあり方（抄）

出典：令和3年度税制改正大綱 「令和3年度税制改正の基本的考え方5（3）相続税・贈与税のあり方」
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相続税・贈与税の現状と課題

■経済社会の構造変化を踏まえた令和時代の税制のあり方（抄）

出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」
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相続税・贈与税の現状と課題

■我が国の相続税と贈与税の関係

出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」
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相続税・贈与税の現状と課題

■暦年課税の取得財産価額階級別の課税人員

出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」
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相続税・贈与税の現状と課題

■連年贈与の状況

出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」
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出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」

相続税・贈与税の現状と課題

■連年贈与による税負担軽減の計算例
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相続税・贈与税の現状と課題

■相続時精算課税制度について

出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」



97© 2021 税理士法人渡邊芳樹事務所

相続税・贈与税の現状と課題

■贈与税の課税状況の推移

出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」
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相続税・贈与税の現状と課題

■資産移転の時期の選択に中立的な税制（イメージ）

出典：令和2年11月財務省 「説明資料〔資産移転の時期の選択に中立的な税制の構築等について〕」
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Ⅹ 検討事項

平成30年度税制改正大綱検討事項から継続検討事項

平成31年度税制改正大綱検討事項から継続検討事項

令和2年度税制改正大綱検討事項から継続検討事項

令和3年度税制改正大綱新規検討事項
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■平成30年度税制改正大綱検討事項から継続検討事項
・年金課税の総合的な検討

少子高齢化が進展し、年金受給者が増大する中で、世代間及び世代内の公平性の確保や、
老後を保障する公的年金、公的年金を補完する企業年金を始めとした各種年金制度間のバ
ランス、貯蓄・投資商品に対する課税との関連、給与課税等とのバランス等に留意するととも
に、平成30年度税制改正の公的年金等控除の見直しの考え方や年金制度改革の方向性、
諸外国の例も踏まえつつ、拠出・運用・給付を通じて課税のあり方を総合的に検討する。

・デリバティブを含む金融所得課税の更なる一体化
総合取引所における個人投資家の取引状況も踏まえつつ、投資家が多様な金融商品に投

資しやすい環境を整備する観点から、多様なスキームによる意図的な租税回避行為を防止
するための実効性ある方策の必要性を踏まえ、検討する。

・小規模企業等に係る税制
働き方の多様化を踏まえ、個人事業主、同族会社、給与所得者の課税のバランスや勤労

性所得に対する課税のあり方等にも配慮しつつ、個人と法人成り企業に対する課税のバラ
ンスを図るための外国の制度も参考に、引き続き、給与所得控除などの「所得の種類に応じ
た控除」と「人的控除」のあり方を全体として見直すことを含め、所得税・法人税を通じて総合
的に検討する。

検討事項（1/3）
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・医療に係る事業税の非課税・軽減税率
事業税における社会保険診療報酬に係る実質的非課税措置及び医療法人に対する軽減

税率については、税負担の公平性を図る観点や、地域医療の確保を図る観点から、そのあ
り方について検討する。

■平成31年度税制改正大綱検討事項から継続検討事項
・自動車関係諸税についての検討

「2050年カーボンニュートラル」目標の実現に貢献すべく、技術革新や保有から利用への変

化等の自動車を取り巻く環境変化の動向、インフラの維持管理や機能強化の必要性等を踏
まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前提に、その課税のあり方に
ついて、中長期的な視点に立って検討を行う。

■令和２年度税制改正大綱検討事項から継続検討事項

・原料用石油製品等に係る免税・還付措置の本則化

・ガス供給業に係る収入金額による外形標準課税
小売全面自由化され2022年に導管部門が法的分離するガス供給業における他のエネル

ギーとの競合や新規参入の状況とその見通し、応益負担の観点、税収に与える影響等を考
慮しつつ、対象法人に対する課税の枠組みに、付加価値額及び資本金等の額による外形標
準課税を組み入れることについて、引き続き検討する。

検討事項（2/3）
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■令和3年度税制改正大綱 新規検討事項

・相続等に係る不動産登記の登録免許税のあり方
所有者不明土地等問題の解決に向けた、相続発生時における登記申請の義務化、新たな

職権的登記の創設等を含めた不動産登記法等の見直しを踏まえ、必要な税制措置について
検討する。

・デジタル社会にふさわしい申告納税制度のあり方
帳簿等の税務関係書類の電子化を推進しつつ、納税者自らによる記帳が適切に行われる

環境を整備することが重要であることに鑑み、正規の簿記の原則に従った帳簿の普及、事後
検証可能性確立の観点から、記帳水準の向上、電子帳簿の信頼性確保に向け優良な電子
帳簿の普及を促進するための更なる措置、記帳義務の適正な履行を担保するためのデジタ
ル社会にふさわしい諸制度のあり方、その工程等について早期に検討を行い、結論を得る。

・税理士制度の見直しの検討
税理士の業務環境や納税環境の電子化といった税理士を取り巻く状況の変化に的確に対

応するとともに、人材確保や税理士に対する信頼の向上も図りながら税理士法の改正を視
野に入れて検討を進める。

検討事項（3/3）
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Ⅺ （再掲）令和2年度税制改正ダイジェスト
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

一般NISAについて
（新NISAの創設）

【投資可能期間】
令和5年12月31日
まで

【非課税年間投資
限度額】
年120万円

【投資可能期間】
・ 令和6年1月1日から
令和10年12月31日まで

【非課税年間投資限度額】
下記合計 年122万円
①特定累積投資勘定（仮称）

・年20万円
・投資信託など低リスク商品に
投資対象を限定

②特定非課税管理勘定（仮称）
・年102万円
・原則、積立枠への投資を行った
場合のみ投資枠への投資可能

令和6年1月1日
から
令和10年12月31日
までの投資

税制改正ダイジェスト

減
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

つみたてNISA
の期限延長

【投資可能期間】
令和19年12月31日
まで

【投資可能期間】
令和24年12月31日まで

ジュニアNISAの終了 －
令和5年12月31日で
終了

令和5年12月31日で終了。
令和6年1月1日以降、口座内の上場
株式等と金銭の全額を源泉徴収を
行わずに払い出し可能。

エンジェル税制の範
囲の拡充等

〇設立後3年未満の
中小企業者が対象
〇試験研究割合の
要件3％
〇控除対象限度額
は1,000万円

〇設立後５年未満の中小企業者も
対象に加える
〇試験研究費割合の要件を５％に
引き上げる
〇控除対象限度額を800万円に減
額

令和3年1月1日以降

税制改正ダイジェスト

減

増

減
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

特定口座内保管上場
株式等の範囲拡大と、
提出方法の電磁化

－

一定事項について、
書類による提出のみ

・特定口座内に受入可能な上場株
式等の範囲に、次の上場株式等を
加える。
①取得請求権付株式、取得条項

付株式、全部取得条項付株式で非
上場株式に該当するものの、権利
行使等により取得する上場株式等
②上場株式等発行法人への役務

提供により取得する上場株式等で、
払込みや給付を要しないもの
③非課税口座簡易開設届出書の

提出により設定された口座のうち、
その設定の時から非課税口座に該
当しないこととされた口座内で管理
されている上場株式等

・一定事項について、書類提出に
代えて電磁的記録の提供が可能

大綱に記載なし

税制改正ダイジェスト
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 個人所得課税

税制改正ダイジェスト

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

低未利用土地等を
譲渡した場合の
長期譲渡所得の
特別控除の創設

―

個人が都市計画区域内にある低未
利用土地等を譲渡した場合において
以下の要件を満たすときは、その年
中の低未利用土地等の譲渡に係る
長期譲渡所得の金額から、100万円
を控除することができる。
【要件】
①譲渡する年の1月1日において所
有期間が5年を超えていること
②譲渡対価として一定の額が500万
円以下であること
③低未利用土地等の土地であること
等について市区町村長の確認がさ
れていること
④配偶者等の特別な関係がある者
に対する譲渡ではないこと
⑤適用を受けようとする低未利用土
地等と一筆の土地から分筆された土
地等について、前年又は前々年にこ
の制度の適用を受けていないこと等

令和2年7月1日(※)か
ら令和4年12月31日ま
での間にされた譲渡に
適用する

※または土地基本法
等の一部を改正する
法律(仮称)の施行の
日のいずれか遅い日

減
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

配偶者居住権又は配
偶者敷地利用権が譲
渡等により消滅等した
場合の譲渡所得計算
上の取得費について
（計算方法の明確化）

－ ―

【消滅等の対価を受け取った場合】
その被相続人に係る居住建物等の
取得費に一定の割合を乗じて計算し
た金額から、その配偶者居住権の設
定から消滅等までの期間に係る減
価の額を控除した金額とする

【消滅の前にその居住用建物等を譲
渡した場合】
その居住用建物等の取得費から配
偶者居住権等の取得費を控除した
金額とする

記載なし
（配偶者居住権に係る
民法施行日が2020年
4月1日以後のため、
施行日以後について
適用開始と考えられ

る）

税制改正ダイジェスト
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 個人所得課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

国外中古建物に係る
不動産所得に係る損
益通算等の特例

〇国外不動産所得の減
価償却費の額を含めた
損失の額の損益通算可。

〇国外中古建物の不動産所得で
損失が生じた場合、その損失のう
ち、減価償却費に相当する金額
は、生じなかったものとみなす。

〇上記国外不動産を譲渡した場
合には、譲渡所得の計算上、取
得費から、上記「なかったものとみ
なされた」償却費の額を控除しな
い

令和3年以降の各年
において生じる国外不
動産所得の損失につ
いて適用

未婚のひとり親に対
する税制上の措置お
よび寡婦（夫）控除の
見直し

〇未婚のひとり親につ
いては寡婦（夫）控除の
対象外

〇未婚のひとり親のうち、生計を
一にする子（総所得金額が48万
円以下）を有し、合計所得金額が
500万円以下である場合等に該
当した場合、その年分の総所得
金額から35万円を控除する

〇扶養親族・生計を一にする子を
有する寡婦の要件に、寡夫と同
様に、合計所得金額500万円の
所得制限を加える

令和２年分以降の所
得税について適用

税制改正ダイジェスト

増

減
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 個人所得課税
内容 負担 改正前 改正後 実施時期

日本国外に居住する
親族に係る扶養控除
の適用

―

30歳以上70歳未満の非居住者
のうち、一定の要件に満たさない
者は、扶養控除の対象となる親
族に含めない
（留学による非居住者・障害者・生
活費等を38万円以上受けている
者）

令和5年1月1日以降
に支払われる給与等
について適用

確定申告に係る諸手
続き

― ―

①前々年分の雑所得が300万円
以下である個人は、現金主義によ
る所得計算の特例の適用可、
1,000万円超の者は内訳書の提
出必要

②医療費控除の適用を受ける際
の添付資料の簡素化

③特定寄付金の添付書類の簡略
化（特定寄付金の額等を証する
書類に代えて、特定寄付仲介業
者の発行した書類の添付をできる
ようにする）

①令和4年分以降の
所得税適用

②,③令和3年分以降
の確定申告に適用

税制改正ダイジェスト

増
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 資産課税
内容 負担 改正前 改正後 実施時期

所有者不明土地等に
係る課税上の課題へ
の対応

－ －

【①現に所有している者の申告の制度化】
市町村長は、土地等について、登記簿等

に所有者として登記等されている個人が死
亡している場合に、その土地等を現に所有
している者（「現所有者」という）に、条例で
定めるところにより、現所有者の氏名、住
所その他固定資産税の賦課徴収に必要な
事項を申告させることができることとする。

【②使用者を所有者とみなす制度の拡大】
市町村は、一定の調査をしても固定資産

の所有者が一人も明らかにならない場合
には、その使用者を所有者とみなして固定
資産税台帳に登録し、使用者に固定資産
税を課することができることとする。

①令和2年4月1日以
後の条例の施行日以
後に現所有者であるこ
とを知った者について
適用

②令和3年度以後の
年度分の固定資産税
について適用

固定資産税の課税標
準の特例措置の創設

－

電波法の規定によりローカル5G無線局の
免許を受けた者が、新たに取得した一定
の償却資産（5Gに関する設備等で取得価
額の合計額が3億円以下のものに限る）に
係る固定資産税の課税標準を最初の3年
間価格の2分の1とする特例措置を講ずる。

令和4年3月31日まで

税制改正ダイジェスト
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 法人課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

オープンイノベーショ
ンに係る措置の創設

―

青色申告書を提出する法人で特
定事業活動を行うものが特定株
式を取得し、取得日の事業年度
末まで保有している場合
〇中小企業・・・取得価額の25％
の所得控除
〇大企業・・・取得価額の25％以
下の金額を特別勘定の金額とし
て経理したとき、その経理した金
額の合計額を損金算入できる
→取崩事由に該当した場合には
益金算入

令和2年4月1日から
令和4年3月31日まで
の間に取得した株式

について適用

大企業に係る研究開
発税制及び賃上げ税
制の税額控除の見直
し

【研究開発税制】
国内設備投資額が当期
償却費総額の10％を超
えること
【賃上げ税制】
国内設備投資額が当期
償却費総額の90％以上
であること

【研究開発税制】
国内設備投資額が当期償却費総
額の30％を超えること
【賃上げ税制】
国内設備投資額が当期償却費総
額の95％以上であること

大綱に具体的な実施
時期の記載なし

減

税制改正ダイジェスト

増
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 法人課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

特定高度情報通信用
認定等設備を取得し
た場合の特別償却又
は税額控除制度の創
設

―

青色申告書を提出する法人で一
定のシステムを行うものが特定高
度情報通信用認定等設備等の取
得をして国内事業の用に供した場
合、30％の特別償却と15％の税
額控除の選択適用ができる

特定高度情報通信等
システムの普及の促
進に関する法律の施
行日から令和4年3月
31日までの期間

交際費の損金不算入
の見直し

接待飲食費に係る損金
算入の特例の対象法人
に制限なし

左記の特例につき、資本金等の
額が100億円を超える法人を除外
する

2年延長
（令和4年3月31日ま
で延長）

税制改正ダイジェスト

増

減

少額減価償却資産の
取得価額の損金算入
の特例の見直し

〇常時使用する従業員
の数の要件は1,000人
以下

〇対象法人から連結法人を除外
〇常時使用する従業員の数の要
件を500人以下に

令和4年3月31日まで
2年間延長増
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連結納税制度の
見直し

―

〇基本的な仕組み
親法人が全法人の法人
税の申告をまとめて行う

〇損益通算の方法
全法人の所得を通算し
て申告書を作成

〇修正申告があった場
合
親法人にて、修正申告
後の所得に基づき税計
算及び欠損金額の計算
を行う

〇基本的な仕組み
親法人及び子法人が各法人の法
人税の申告を行う

〇損益通算の方法
欠損法人の欠損金額の合計額を
所得法人の所得の金額で按分し
て損益通算し、所得法人において
損金に算入し、欠損法人にて益
金算入する

〇修正申告があった場合
各法人にて、当初申告の所得に
基づき税計算及び欠損金額の計
算を行う

令和4年4月1日以後
に開始する事業年度
から適用

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

 法人課税

税制改正ダイジェスト
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 法人課税
内容 負担 改正前 改正後 実施時期

地方拠点強化税制の
見直し

―

〇地方活力向上地域等において
特定建物等を取得した場合の特
別償却等の適用期限延長
〇地方活力向上地域等において
雇用者の数が増加した場合の税
額控除について一定の措置の上
適用期限延長

令和4年3月31日まで
延長

企業版ふるさと納税
制度の見直し

税額控除限度額は支出
した寄付金の合計額の
20％を基礎

〇税額控除限度額を支出した寄
付金の額の40％を基礎
〇その他手続きの簡素化、対象
寄付金の範囲の見直し

令和7年3月31日まで
延長

特定の資産の買い替
えの場合等の課税の
特例の見直し

― ―
〇適用期限の延長
〇適用範囲、繰延割合等の見直
し

3年延長
(一部措置については
令和3年3月31日まで)

税制改正ダイジェスト
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 消費課税

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

消費税の申告期限の
特例の創設

消費税は申告期限の
特例なし

〇法人税の確定申告書の提出期
限の延長の特例の適用を受けて
いる法人が、消費税の提出期限
の延長の特例の届出書を提出し
た場合には、提出期限を１月延長
する。

〇納付については、延長された
1ヵ月分には利子税が課される。

令和3年3月31日以降
に終了する事業年度
の末日が属する課税
期間から適用

居住用賃貸物件の取
得等に係る消費税の
仕入税額控除制度等
の適正化

〇居住用賃貸物件につ
いても課税売上を計上
することで仕入税額控
除可能
〇契約上居住用である
ことが明らかでない場合
課税仕入れの対象

〇居住用賃貸物件の課税仕入れ
については、仕入税額控除の適
用を認めないこととする
〇貸付用途が明らかでない場合
でも、建物の状況から住宅用途で
あることが明らかな場合には当該
貸付に係る消費税を非課税とす
る

令和2年10月1日以降
仕入を行った場合

減

税制改正ダイジェスト
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内容 負担 改正前 改正後 実施時期

子会社からの配当と
子会社株式の譲渡を
組み合わせた租税回
避への対応

―

特定関係子法人から受ける配当
等の額が株式等の帳簿価額の
10％相当額を超える場合、その
配当に係る益金不算入額を帳簿
価額から引き下げる。

大綱への記載なし

非居住者に係る金融
口座情報の自動的交
換のための報告制度
等の見直し

― ―

〇特定法人の対象の見直し
〇適用者及び定義既定の明確化
〇特定手続等の見直し
〇特定取引の範囲の見直し

令和2年4月1日より
(一部は令和4年1月1
日より)

外国子会社合算税制
の見直し

― ―

①部分合算課税制度の対象とな
る受取利息の範囲の見直し
②投資法人等に対する合算課税
への二重措置課税への対応

①は令和2年4月1日
以後開始事業年度
②は令和2年4月1日
以前開始事業年度

増

 国際課税

税制改正ダイジェスト
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 納税環境整備

内容 負担 改正前 改正後 実施時期

国外財産調書制度等
の見直し

― ―

①相続により取得した国外財産
の記載義務の緩和
②国外財産調書の提出がない場
合等の過少申告加算税等の加重
措置の見直し
③過少申告加算税等の特例の適
用の判定の基礎となる国外財産
調書等の見直し
④国外財産調書に記載すべき国
外財産に関する書類の提示又は
提示がない場合の加算税の軽減
措置及び加重措置の特例の創設

①は令和2年分以後
の国外財産調書又は
財産債務調書
②～④は令和2年分
以後の所得税又は令
和2年4月1日以後に相
続又は遺贈により取
得する財産に係る相
続税について適用

利子税・還付加算金
の割合の引下げ

―

一定の場合、利子税・
還付加算金の割合を
（貸付基準割合+1％）を
ベースに算定

一定の場合、利子税・還付加算金
の割合を（平均貸付割合+0.5％）
をベースに算定

令和3年1月1日以後
の期間に対応する利
子税・還付加算金等に
ついて適用

税制改正ダイジェスト
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連絡先・照会先

税理士法人 渡邊芳樹事務所

赤坂オフィス（担当：酒井）

住所 : 東京都港区赤坂7-6-15
赤坂ロイヤルビル501

電話 : 03－5575－8270
ＦＡＸ : 03－5575－8271

税理士法人渡邊芳樹事務所の事前の合意なしに複写、引用、または第三者の閲覧に供してはならない。
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